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第６章 計画の推進 

 

１ 施策の総合的な推進 

 自殺の背景には、「健康問題」、「経済・生活問題」、「家庭問題」、「勤務問題」など様々な社

会的要因が複雑に絡み合っており、若年層、中高年層、高齢者層といった各世代を通して、また、事

前予防、危機対応、事後対応といった各段階や、全体的予防介入、選択的予防介入、個別的予防介入

といった対象に応じて、総合的な取組を行っていく必要があります。 

 このため、本市の関係部局で構成する「うつ病・自殺対策庁内関係者会議」等を活用し、連携して

全庁的な取組を進めるとともに、労働・医療のように、国、広島県など、他の行政機関との連携を必

要とする分野においては、密接な連携を図りながら、自殺対策を総合的に推進します。 

 また、自殺の原因となっている制度・慣行の見直しや社会問題の改善については、他の関係機関等

と協同して国等への働きかけを行っていきます。 

 

２ 多様な実施主体との連携・協働 

 自殺対策への取組においては、行政機関だけでなく、医療関係機関、報道機関、法律関係機関、

労働関係機関、社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、事業主、民間団体など、様々な実施主

体がそれぞれ役割を担っています。 

このため、様々な実施主体が各自の役割を果たしつつ、相互の連携・協働を図るため、「広島市う

つ病・自殺対策推進連絡調整会議」等を活用し、定期的に情報交換を図るなどして、この計画の実現

に努めます。 

 

３ 計画の点検・評価等 

計画の実効性を確保するために、毎年、計画の執行状況等を点検・評価し、適切な進行管理を行

います。 

なお、点検・評価等に際しては、「広島市うつ病・自殺対策推進連絡調整会議」等の意見を聴くと

ともに、市のホームページ等を活用して広く市民への情報提供に努めます。 

 

４ 計画の見直し 

   計画期間については平成２８年度（2016 年度）までとしているため、それまでの計画の推進状況、

社会経済情勢の変化や自殺をめぐる諸情勢の変化、国の「自殺総合対策大綱」の状況等をみながら、

平成２９年度（2017 年度）以降の計画について検討を行います。 
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